
 

Ⅰ はじめに 

 

１ 策定の基本的考え方 

 都市計画区域マスタープランは、長期的視点に立った都市の

将来像を明確にするとともに、その実現に向けての大きな道筋

を明らかにするものである。 

東京都の都市計画区域マスタープランは、「東京の新しい都 

市づくりビジョン」(以下､｢都市づくりビジョン｣という｡)にお

いて明らかにした将来像の実現に向けて、政策誘導型の都市づ

くりの方向を都市計画に位置づけ、個別の都市計画を定める場

合のよりどころとなる方針を示すとともに、都市づくりビジョ

ン策定後に制定された「都市再生特別措置法」や「東京のしゃ

れた街並みづくり推進条例」などに基づく新たな制度の活用を

含めた都市づくりの展開の方針を総合的に示すものである。 

２ 平成12年法改正の主旨 

 (1) マスタープランとしての位置づけの明確化 

 改正前は、市街化区域、市街化調整区域の区分を定める都市

計画区域についてのみ、「整備、開発又は保全の方針」を定め

ることとされていた。 

 改正後は、全ての都市計画は都市計画区域マスタープランに

即して定められることが法に明記され、マスタープランとして

の位置づけが明確になった。 

 (2) 策定対象区域の拡大 

改正前の整備、開発又は保全の方針は、区域区分を定める都

市計画区域を対象に定めることとされていた。 

改正後は、全ての都市計画区域を対象に都市計画区域マスタ

ープランを定めることとなった。 

東京都では、従来、整備、開発又は保全の方針を定めていな

かった島しょ部においても、都市計画区域マスタープランを定

めることとなった。 

※東京都内の都市計画区域 

（26区域、参考図１「東京の都市計画区域」参照） 

・区  部  東京都市計画区域 

・多 摩 部   １９都市計画区域 

注：保谷市・田無市の合併に伴い保谷都市計画区域及び 

田無都市計画区域を変更し西東京都市計画区域とする。 

・島しょ部  ６都市計画区域 

注：三宅都市計画区域は今回除く。 

 (3) 都市計画区域マスタープランに定める事項 

 都市計画法第６条の２に基づき、次のことを定めた。 
①都市計画の目標 
②区域区分の決定の有無、区域区分を定める場合は区域区分の
決定の方針 

③土地利用、都市施設の整備及び市街地開発事業に関する主要
な都市計画の決定の方針 

 上記の法に掲げる項目のほか、「自然的環境の整備又は保全

に関する都市計画決定の方針」について、独立した項目を立て

ている。 

 また、各種の都市計画を定める際に踏まえるべき共通の観点

として、都市防災、景観形成、環境共生について東京都独自の

項目を立て、それぞれ都市計画の方針を定めている。 

（参考図２「都市計画区域マスタープランの基本構成」参照）
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［都市計画区域］ 
 市町村の中心市街地を含み、かつ、自然的社会的条件、人口・土地利用・交通量などの現況・推移を勘
案して、一体の都市として総合的に、整備、開発及び保全する必要がある区域を指定(都市計画法第5条)。  
［区域区分］ 
 都市計画区域について、無秩序な市街化を防止し、計画的な市街化を図るために、市街化区域と市街化
調整区域に区分する。 
［市街化区域］ 
 都市計画区域のうち、すでに市街地を形成している区域及びおおむね１０年以内に優先的かつ計画的に
市街化を図るべき区域。 
［市街化調整区域］ 
 都市計画区域のうち、市街化を抑制するべき区域。農林漁業用の建物や、一定規模以上の計画的開発な
どを除き開発行為は許可されず、また、原則として用途地域を定めないこととされ、市街化を促進する都
市施設は定めないことになっている。 

（参考図１ 東京の都市計画区域） 



（参考図２ 都市計画区域マスタープランの基本構成） 

 
   
 
  

第１ 都市計画の目標 

①都市づくりの基本理念 
②東京都が目指す広域的な都市の将来像 

③当該都市計画区域の地域の将来像 

東京都全域の将来像とその実現に向けた目標 
・都市づくりビジョンを踏まえる 
・「環状メガロポリス構造」、都市づくりビジョンの「ゾーン

別の課題・将来像」、広域的都市施設の整備目標等 

第２ 区域区分の有無及および区域区分を定める際の方針 

① 区域区分の有無 
② 区域区分の方針 

第３ 主要な都市計画の決定の方針 

Ⅱ 都市施設（交通施設、

下水道・河川、その他） 

Ⅲ 市街地開発事業 Ⅰ 土地利用 

Ⅳ 自然的環境の整備又は保全に関する都市計画の決定の方針（「都市計画運用指針(国土交通省)」で位置付け） 

Ⅴ 都市防災に関する都市計画の決定の方針 

Ⅵ その他都市計画の決定に関する方針（都市景観、環境共生都市づくり） 

全都市計画区

域共通の記述

各都市計画区
域個別の記述 



 

３ 主な経緯 

 

12年５月 改正都市計画法公布 

12月 東京構想２０００策定 

13年３月 東京都都市計画審議会答申「社会経済情勢の変化を

踏まえた東京の新しい都市づくりのあり方につい

て」 

５月 改正都市計画法施行 

10月 東京の新しい都市づくりビジョン策定 

14年３月 東京都都市計画審議会答申「東京における土地利用

に関する基本方針について」 

５月 都が作成した区部、島しょ部の原案（当初案）を各

区及び島しょ部の町村に照会、多摩部の各市町に原

案作成のための資料提示を依頼 

12月 区市町村の資料をもとに原案を作成 

15年３月 原案の構成、概要について都民にインターネットで

公開、意見聴取 

７月 素案作成、中間報告、素案縦覧 

９月 素案に対する公聴会開催 

10月 都市計画案の作成 

11月 区市町村への意見照会 

16年１月 案の公告・縦覧 

３月 東京都都市計画審議会 

 

４月 決定告示（4月22日） 

 

 

・都が区部、島しょ部の当初原案を作成、各区及び島しょ部の町村に照会 

・多摩部の市町に原案作成のための資料を依頼 

・区市町村からの回答、原案資料提出 

・都が原案を作成 

・インターネットで公開、都民意見聴取 

・都が素案を作成、中間報告 

・公聴会開催 

・都が都市計画案を作成 

・区市町村へ意見照会 

・東京都都市計画審議会 
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・答申「東京の新しい都市づくりのあり方について(13年3月)」 
・東京の新しい都市づくりビジョン(13年10月) 
・答申「東京における土地利用に関する基本方針について(14年3月)」 

・縦覧 

・区市町村へ意見照会 

・東京構想２０００(12年12月) 

・縦覧、意見書提出 

区市町村 

都民 

区市町村、都民 

区市町村、都民 




